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１． はじめに 

近年,異常気象による台風災害や降雨災害が頻発して

おり,土石流災害が懸念される河川や地域において,その

被害を軽減するために様々な施設の整備が進んでいる. 

しかし,施工期間中に土石流災害のような自然災害が

生じれば被害規模が巨大になる危険性があり,かつ施工

期間中には厳しい条件下の作業となるため,安全対策を実

施して完全な作業条件・環境にするためには時間的・経

済的・技術的に大きな制約が発生する. 

一方,自然災害等の発生において社会資本が被るマクロ

的な被害想定やその評価に対する検討・研究たとえば1),2)など

は見られるが,建設中の個々の土木構造物,特に短期的に

自然災害を受ける可能性が非常に高い砂防施設における

作業員などの人的な被害予測を含めたリスクアナリシス

（評価）およびリスクマネージメントに対する研究は少

ないのが現状である. 

そこで本論文は,2004年10月23日に発生した新潟県中越

地震の復旧工事である塩谷地区の緊急砂防工事において

土石流災害に対するリスクアナリシスを実施して砂防工

事における対策（リスクマネージメント）に応用した事

例を紹介する. 
 
２． リスクとリスクマネージメント 

危険要因(Hazard)から特定の危険要因が顕在化(Peril)

し,その結果損害(Loss)が生じる.これをリスク(Risk)と

称しており図-1のように構成される 3). 

危険要因(Hazard)は社会の動態的変動に関わる動態的

Hazard(例えば流行や需要の変化,新技術の開発,政治･社

会環境･経済の変化によってもたらされるもの)と,それら

に関わらない静態的 Hazard(例えば地震,暴風雨,火災な

ど)に分けることができる. 

また危険の顕在化(Peril)は損害の原因そのもので人

的・物的損害などに対する直接的原因であり,リスク

(Risk)は人もしくは物に対する経済的な不利益（客観的

発生確率とその被害損失の積）ということができる 4). 

一方,リスクマネージメントは,1930 年代のアメリカ社

会に登場した経営管理手法から発展したものであり,その

後 1970 年代に企業の経営全般に体系化され,積極的にリ

スクの防止に努め,不可能な場合にはこれを他に転嫁する

ことが合理的であるとされる手法である. 

一般にリスクマネージメントは図-2 に示すように,リ

スク認識・確認,リスク評価,リスク対応・処理という 3

つの段階に分けられる. 

第 1 段階はリス

クの認識・確認で

あり,偶然的な事態

の発生によって被

る経済的損害につ

いて,その可能状況

を把握することを

目的とする. 

第 2 段階のリス

ク評価は,認識・確

認されたリ ス ク

個々について,さら

に詳細に調査･分析

する段階である. 

第 3 段階のリス

ク対応・処理は,危機状況に関わるハザードに改善を施し,

事故発生の可能性や発生可能な損害規模をできうる限り

軽減する手段（低減・移転・回避・保有）を内容として

いる. 
 
３． 自然災害に対するリスクアナリシス・リスクマネー

ジメント 

一般に地震,津波,台風,豪雨,その他の異常気象などの

自然災害はハザードと見なされ,社会資本や構造物への影

響度やその存在によってリスクが生じる. 
これら自然災害のハザードの顕在化（ペリル）により,

人的被害や経済的な損失へと結びつくこととなるが,損失
をできうる限り軽減する手段としてリスクアナリシスを
通したリスクマネージメント（図-3参照）を実施するこ
とになる. 

ここで自然災害は前記のような理由により,一般的に事
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図-2 リスクマネージメントの概念 

危険要因(Hazard) → 危険の顕在化(Peril) → 損害(Loss) 

                                    ↑ 

                     リスク(Risk) 

    図-1  Hazard, Loss と Risk の関係 
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図-3 リスクの評価とその処理 

 

平成20年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第65号Ａ－２８



前にその発生確率を予測

することがきわめて難し

く,また人的被害や構造物

の損傷などに加えて社会

的・経済的なダメージが

大きいことが特徴である. 

また,自然災害（事象）

の発生予測の困難さおよ

び損害の影響度･波及効果

はリスクマネージメント

を考える際の重要な因子

となるため,できるだけ正

確にハザードのレベルを

知ることがリスクの軽減

につながり,また被災状況

の早期把握を行うことで

損害の大きさや被害の影

響度や波及性の同定が可

能となる. 

ここで,リスク状況下に

おける意思決定として,不

確実性を定量的な評価と

して事象の発生確率とそれに伴う損害の大きさの積（期

待効用関数）5)が用いられている. 

j
j

jupR ∑=                          (1) 

:R 損失期待値, :jp 損失 i の生起確率, :ju 損失 i  

将来において損失期待値(将来起こるであろう事象の確率とそ

の損失の積)を求めて意思決定の評価基準としている. また,この

期待効用は当然個々の主観によって異なるものであり,効

用と同様に確率に影響するとして修正されたものが主観

的期待効用理論である. 

このような自然災害になどのリスクをコントロールす

る方法としては図-4 に示すような①災害リスク事象の生

起確率および被害の大きさを減少させるリスク・コント

ロール，②災害により生じた被害を社会全体に分散させ

るリスク・ファイナンス6)が用いられている. 

一般的な土木工事における損害保険は表-2に示

すように,目的とする構造物・建設資材・従業員や

協力業者の労働者などに対する様々な保険商品が

存在するが,リスク・ファイナンスは保険金の支払

いなどで損害を補填するものであるため,社会もし

くは事業者が被った総損失額が変化するわけでは

なく,加えて地震などのような広範囲な災害など行

政的な適用が一般的である. 
 

４． 砂防堰堤工事における土石流対策  

新潟県中越地震における緊急復旧工事において

土石流災害におけるリスクアナリシスを実施して

対策（リスクマネージメント）に応用した事例を

示す 7),8). 

斜面崩壊に伴う河道閉塞（天然ダム）は芋川本

流（寺野地区・東竹沢地区）に比べて大きなもの
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図-4 リスクの処理方法 

 
表-1 土木工事における損害保険 

主な特約

建設機械・設備等の動産を対象として,火災による損害のみならず,
盗難や破損など偶然な事故による損害

免責金額特約

保　険　名 特　　　　　　徴
土木工事において偶発的な事故により,工事の目的物・工事用材料

などに生じた損害
請負作業遂行中の事故や被保険者が所有・使用または管理してい
る施設の欠陥や管理不備による事故によって他人の生命・身体を

害し,または財物を破損したことによる損害
漏水担保特約

下請負人特約

被保険者の従業員が業務災害によって身体の障害を被ったときに,
被保険者が負担する賠償

下請負人特約

土木工事保険

請負業者賠償責任保険

動産総合保険

労働災害総合保険
（法定外補償保険）

労働災害総合保険
（使用者賠償責任保険）

被保険者の従業員が業務災害によって身体の障害を被ったときに,
政府労災保険の上乗せ補償（通勤中の身体障害:特約）
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図-5 塩谷川流域の河道閉塞分布図 
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は無いものの ,塩谷川においても図-5 に示すように ,大小

約 10 箇所の河道閉塞に伴う天然ダムが存在し,そのうち 4

箇所の河道閉塞が砂防堰堤施工中の決壊が懸念された. 
そこで土石流の対策工は,図-6に示すように災害リスク

事象の生起確率および被害の大きさを減少させるリス

ク・コントロールを基本方針として,以下に示す現場の条

件を考慮して策定した. 

①砂防堰堤の計画地点がNo.4を除くNo.1～3およびNo.5
（4箇所）天然ダムから距離が短く,土石流発生から施工

箇所への到達時間が非常に短く,安全な非難に必要とされ

る危険波及時間は取れない. 

②土石流発生（雪解け・梅

雨・台風時期）の可能性が高く,

かつ地形的な条件より天然ダム

をテレビカメラやワイヤー式の

土石流センサーなどの監視によ

る確実な土石流発生の特定は難

しい. 

③土石流防護のための仮締切

り（土嚢）堰堤は危険波及時間

の遅延対策として有効であり,非

難時間を確保が可能である. 

 
５． 期待効用による対策工の検

証 

一般的な自然災害や経済・社会的損失に対す

るリスクマネジメントでは,様々なリスク状況

下における最適な意思決定として,許容リスク

などの評価を伴った期待効用による選択が実施

される. 

ここでは土石流センサーと防護堰堤の土石流

対 策 に 対 して , フ ォ ル ト ツ リ ー 分 析 8)

（FTA:Fault Tree Analysis）と期待効用を評価し

て対策工としての検証を実施する. 

 フォルトツリー分析とは,対象とするリスク

事象において上位の事象から対策手段を階層的

に記述してフォルトツリーを構成してゆくもの

であり,本検討における土石流センサーと防護

堰堤のフォルトツリーは図-7(a),(b)のように

構成された. 

ここで対策工の評価に用いた期待効用関数は,

式(1)にそれぞれの初期コスト C を加えた式(2)
を用いている. 

j
j

jupCR ∑+=                      (2) 

図-7(a),(b)より,河道閉塞箇所において決壊

の可能性が非常に高く,かつ数が多いため,土石

流センサーの信頼性低くなった事,加えて検

知・非難が想定されても現場の資機材の損害が

残るなどの理由により,期待効用においても防

護仮締切り堰堤（写真-1参照）に有利な結果が得られた. 
 
６． ま と め 

砂防施設のような自然災害などの被災確率が高い構造

物の建設に対しては,基本的に災害リスク事象の生起確率

および被害の大きさを減少させるリスク・コントロール

による対策が重要と考えられる. 
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図-6 塩谷砂防におけるリスクコントロール 
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